











































































































































































服部　和一郎 3，500 服部　　節二 500
高祖　徳三郎 2，500． 高祖　吉太郎 200
香川　　譲三 500 竹内　　治助 150


























































































































































































所得額 戸数割賦課額 順位 職業および町の役職等
中浦部落委員（11名）
河野　富蔵 1，081 9．03 31 難と魏　区長
山崎　光蔵 737 5．64 77 牛乳販売
野口　鷹次 427 5．19 98 青物問屋
小西　運次郎 50Q 4．96 114塩専売局勤務
江本　八百蔵 640 4．74 121 精米業
関口　喜平 500 2．48 274銀細工業
岩見　紋吉 474 2．03 323 船大工（高瀬舟）
服部　源太 147 O．90 468農業（自作）罪巌良灘観
内田　三郎治 28 0．34 698 染物業
西口　元蔵 一 一 一 運送業
尾崎　米蔵 一 一 一 農業（自小作）
全町委員（21名）
竹内　治助 4，627 33．85 9 酒屋（東町）
山本　忠平 868 8．58 33 旅館業（関町）
森下　粂治 441 7．90 36 帆屋（関町）
森　　眞七 564 7．90 38 木材販売及び製材業（二二）
竹内　康夫 884 6．77 55 呉服屋（本町）
国岡　豊吉（次郎） 578 5．42 88 農業（幡）
野口　鷹次 427 5．19 98 青物問屋（中浦）
山本　力松 1，244 4．51 124農業・神職代理（師楽）
高祖　利三郎 1，200 4．51 141 釣道具・たばこ・雑貨（西町）
平成　猿吉 1，357 4．5ユ 144 農業（前島）
木下　嘉平 88！ 3．84 178 農業？（綾浦）
岡崎　市蔵 927 3．16 185 役場職員（西町）
草井安兵衛 868 3．16 222舟大工（東町）
竹内　光次（治） 948 3．16 227 日用雑貨（本町）
横山　佐吉 800 2．70 263 農業（大浦）
那須　福一郎 344 1．81 346 舟大工（聖餐）
高田　鶴造 260 1．13 421 衣料販売及び縫製（東町）
高祖　鶴雄 一 一 一 酒造業・県会議員（関町）
木村　嘉太郎 一 一 一 畳屋・信用組合理事（関町）
??）注 牛窓町町会会議録，大正！l年前期分より作成。
不明の箇所は名義人が変っているため数字を見出せないもの。
職業等については聞き取り調査によった。
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治の動揺と変貌をもたらした。
　しかし，第2に，この時期の地方自治権の拡充が真の「自治強化」につながったかとい
うと，そこには自治の内実において2つの問題点が残されていた。その1つは，町村自治
の基盤をなす町村財政の基幹にかかわる町村税戸数割の3～4割とかなりの部分を1町内
大地主の租税負担に依存していたことであり，当該地主の町外転住の事態が即町財政の基
礎を根底から揺さぶる恐れを生じさせたことであった。またいまユつ，戸数割の地主負担
分の喪失は，必然的に教育費ほか町財政需要が他の町民負担となってはねかえらざるを得
ない。しかも，その直接的な負担のインパクトにさらされるのは，町内の中小地主・自小
作農民や小営業者，職人，雑業層など主として旧中間層だったことであり，この事実が全
町委員を巻きこむ大地主への陳情運動となって現われ，負担問題をめぐる事実上の「妥
協」ないしは地主側の「勝利」一より低い課税水準　　の上で解決をみたことに示され
ていた。
　しかし，第3にこの事件が，地主側の完全な「勝利」の上に終ったかどうかとなると，
そこには，すでに地主制危機下の様々な問題局面が見られ出していた。まず，大地主の租
税負担であるが，旧稿でもみてきた通り，第1次大戦後の所得税の拡大と共に，地方税に
おいても府県税戸数割規則の制定が課税標準と課税対象の明確化，課税における所得部分
の捕捉の明確化を通じて逆に地主の負担を増大させる要因となって現われたことであり，
大正末の社会政策的な税制整理，税制改革の影響も大地主（もちろん中小自主・小作人に
も）の上には決して充分には及ばなかった。また，一方で，明治末に始まる大地主への
様々な圧迫要因一町会・町民の各層の新たな自治要求の動きとあわせて，米騒動並びに
各地の小作争議の高揚など一は，大地主自身の養老会結成その他社会政策的対応をも要
請させていた。（23＞そうして，新規の土地投資を内地から外地（朝鮮など）へと向けさせる
契機ともなった。大正末期の自作農創設その他政府側の政策対応ともあいまって，地主制
の後退過程は着実に進みつつあったともいえるのであり，ここに大正期町村自治の変貌と
その特質の一端をみることができるのである。
注
1）大石嘉一郎r日本地方財行政史序説』御茶の水書房，1961年，1978年改装版，第4
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　章。拙著r国家と地方自治の行財政論』青木書店，1979年，第4章などを参照，な
　お，近年町村における名誉職制の性格が論議されている。（例えば，石川一三夫r近代
　日本の名望家と自治』木鐸社，1987年，参照）
2）拙稿「地主制後退期の町村戸数割課税一大正期牛窓町における町税課税と地主負
　担との関係一（1）（2）r岡山大学経済学会雑誌』第20巻第1号，同第2号，1988年5
　月，同8月。
3）なお，当該事件の概要についてはすでに1～2公表されてきているが，同町の当該
　地主名については前稿通りHN家，　HH家，　H両家などと略称することをお許し頂き
　たい。
4）同町と大地主H両家との関係をめぐる関係史料では，服部大本家（服部和一郎家，
　現当主服部恒雄氏）所蔵史料のうち「服部両家ト町トノ関係記録（原稿）」（明治43年
　6月下，大正12年2月まで。）とこれにつづく「服部家転住問題記録」（大正14年2月
　26日，付表及び昭和3年7月和解までの覚書を含む。以下単に「転住問題記録」と略
　す。），この両記録を後に再整理したとみられる「重要記録　両服部家ト町トノ関係記
　録」（前者と合せ，以下単に「町5ノ関係記録」と略す。）が残されている。以下のこ
　れらの史料に基づくが，この問題を要約公表した最近の文献に，大石嘉一郎編著『近
　代日本における地主経営の展開一岡山県牛窓町西服部家の研究一』御茶の水書
　房，1985年，第1章5（57頁以下）があることも付記しておきたい。
5）前掲「町トノ関係記録」による。
6）同上資料。
7）この点を前掲記録には，「即チ…厭迫ノ第一次タリ」としている。
8）岡山県下の米騒動については，増島宏・法政大学歴史研究会「岡山県下の米騒動」
　r社会労働研究』（法政大学）7号，1957年所収。井上清・渡辺徹r米騒動の研究皿』
　有斐閣，1960年，岡山県の章，などのほかに拙稿「米騒動」r岡山県史』近代皿，
　！987年，所収。同「岡山の米騒動と部落民の役割をめぐって」『歴史評論』1988年7月
　号，所収，などを参照されたい。
9）　「米騒動ノ記」は前掲注4）「重要記録　両服部家ト町トノ関係記録」に所収されて
　いる。
10）同上資料。なおこの点については松本幸男「米騒動」『牛窓春秋』第3号，1981年，
　所収，も参照。
11）自治省『地方税制度資料』第2巻による。
12）拙稿「地主制後退期の町村戸数割課税」②『岡山大学経済学会雑誌』20一　2，71頁
　を参照されたい。
13）前掲「町トノ関係記録」による。
14）服部和一郎氏をさす。
15）以下，前掲「転住問題記録」による。なお同じ時期（1922年）に群馬県強戸村では
　小作人組合が戸数割負担軽減の要求運動を展開した。
16）服部平五郎氏。
17）同町で酒造業製造販売などを営み，H両家に次ぐ地主でもあった。
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18），19）前掲「転住問題記録」による。
20）　「町トノ関係記録」及び「転住問題記録」による。
21）同上2資料。
22）大正期牛窓町の「自治」運動を支えた階層の中には，農民小作者・小作人の運動は
　殆んどみられていない。平坦地が少なく畑作地帯が多い同町ではH両家の小作人数は
　少なかったこと，大地主の負担問題に小作人は直接利害が少なかったことなども原因
　していたとみられる。いずれにしても，大正期町村財政基盤の脆弱さ，町村自治の旧
　中間階層的性格とその限界性は明らかだったと思われる。
23）米騒動期の町内大地主・資産家からの寄付もその一つだが，とくにHN家老主人平
　五郎の1911（明治44）年の創設になる養老院とその法人への改組（1923年）などはこ
　の方向を示している。なおHN家と養老院事業については，拙稿「高齢者事業と服部
　養老会一近代岡山県民間社会事業史の一面lr岡山県史研究』第7号，1984年，同「牛
　窓町と服部養老会」r牛窓春秋』第22号，第23号，1985年所収などを参照されたい。
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